
【様式第1号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 37,523,768   固定負債 14,074,592

    有形固定資産 33,679,849     地方債等 10,994,375

      事業用資産 16,434,275     長期未払金 -

        土地 3,721,072     退職手当引当金 1,980,822

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 1,099,395

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,662,398

        建物 36,078,384     １年内償還予定地方債等 1,183,591

        建物減価償却累計額 -24,019,504     未払金 154,832

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 600,873     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -228,585     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 190,555

        船舶 -     預り金 114,358

        船舶減価償却累計額 -     その他 19,063

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 15,736,990

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 39,913,173

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -14,280,379

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 995,124

        その他減価償却累計額 -738,347

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 25,258

      インフラ資産 16,501,374

        土地 1,858,404

        土地減損損失累計額 -

        建物 87,766

        建物減価償却累計額 -49,274

        建物減損損失累計額 -

        工作物 37,104,100

        工作物減価償却累計額 -22,501,242

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,620

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,195,040

      物品減価償却累計額 -1,450,841

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 287,655

      ソフトウェア 286,818

      その他 837

    投資その他の資産 3,556,265

      投資及び出資金 1,222,310

        有価証券 600

        出資金 1,221,710

        その他 -

      長期延滞債権 475,566

      長期貸付金 22,654

      基金 1,832,279

        減債基金 -

        その他 1,832,279

      その他 52,905

      徴収不能引当金 -49,449

  流動資産 3,846,016

    現金預金 1,182,072

    未収金 270,739

    短期貸付金 1,638

    基金 2,387,767

      財政調整基金 2,134,354

      減債基金 253,413

    棚卸資産 4,491

    その他 -

    徴収不能引当金 -691

  繰延資産 - 純資産合計 25,632,795

資産合計 41,369,784 負債及び純資産合計 41,369,784

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 1,181

    その他 5,017

純行政コスト 13,734,814

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 6,197

  臨時損失 84,472

    災害復旧事業費 77,749

    資産除売却損 6,723

    使用料及び手数料 887,280

    その他 1,131,339

純経常行政コスト 13,656,540

      社会保障給付 988,330

      その他 81,646

  経常収益 2,018,619

        その他 98,439

    移転費用 8,309,437

      補助金等 7,239,461

      その他の業務費用 154,201

        支払利息 63,476

        徴収不能引当金繰入額 -7,714

        維持補修費 109,790

        減価償却費 1,738,554

        その他 -

        その他 384,819

      物件費等 4,574,456

        物件費 2,726,112

        職員給与費 2,048,647

        賞与等引当金繰入額 190,555

        退職手当引当金繰入額 13,044

  経常費用 15,675,159

    業務費用 7,365,722

      人件費 2,637,065

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 26,312,552 41,495,208 -15,182,656 -

  純行政コスト（△） -13,734,814 -13,734,814 -

  財源 13,036,356 13,036,356 -

    税収等 8,468,886 8,468,886 -

    国県等補助金 4,567,471 4,567,471 -

  本年度差額 -698,458 -698,458 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,611,872 1,611,872

    有形固定資産等の増加 549,357 -549,357

    有形固定資産等の減少 -1,747,295 1,747,295

    貸付金・基金等の増加 562,778 -562,778

    貸付金・基金等の減少 -976,712 976,712

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 514,090 514,090

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -495,390 -484,253 -11,137

  本年度純資産変動額 -679,758 -1,582,035 902,277 -

本年度末純資産残高 25,632,795 39,913,173 -14,280,379 -

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



【様式第4号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 99,486

本年度歳計外現金増減額 7,971

本年度末歳計外現金残高 107,457

本年度末現金預金残高 1,182,072

財務活動収支 -688,910

本年度資金収支額 382,217

前年度末資金残高 692,398

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,074,615

    地方債等償還支出 1,354,311

    その他の支出 14,699

  財務活動収入 680,100

    地方債等発行収入 680,100

    その他の収入 -

    資産売却収入 1,181

    その他の収入 134,254

投資活動収支 162,181

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,369,010

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,259,510

    国県等補助金収入 167,699

    基金取崩収入 952,233

    貸付金元金回収収入 4,143

  投資活動支出 1,097,328

    公共施設等整備費支出 553,436

    基金積立金支出 521,930

    投資及び出資金支出 17,133

    貸付金支出 4,830

    災害復旧事業費支出 77,749

    その他の支出 -

  臨時収入 5,017

業務活動収支 908,945

【投資活動収支】

    税収等収入 8,438,752

    国県等補助金収入 4,425,662

    使用料及び手数料収入 866,578

    その他の収入 1,056,730

  臨時支出 77,749

    移転費用支出 8,309,437

      補助金等支出 7,239,461

      社会保障給付支出 988,330

      その他の支出 81,646

  業務収入 14,787,722

    業務費用支出 5,496,608

      人件費支出 2,632,692

      物件費等支出 2,697,180

      支払利息支出 63,476

      その他の支出 103,259

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 13,806,045



 全体財務書類 注記  

 

1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価  

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。  

② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価  

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････該当事項はありません。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当事項はありません。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））  

③ 出資金  

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当事項はありません。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

該当事項はありません。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法  

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物   15年～50年  

工作物  10年～60年  

物品    3年～15年  

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 

③ リース資産 
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

･･･自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法  

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  



･･･リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 
⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金 

 該当事項はありません。 

② 徴収不能引当金  

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

③ 退職手当引当金  

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。 

③ 損失補償等引当金  

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従って

います。 

④ 賞与等引当金  

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合

（4/6か月）を乗じた額を計上しています。 

 
⑹ リース取引の処理方法  

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています（少

額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計

処理を行っています）。 

 
⑺ 資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲として
います。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払
いも含みます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（地方公営企業会計）については、税抜方式によっています。 

 
 
2 重要な会計方針の変更等  

(1) 会計処理の原則 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、財務書類の作成 

を行っています。 

 

3 重要な後発事象  

該当事項はありません。 



 

4 偶発債務  

該当事項はありません。 

 

5 追加情報  

⑴ 連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 ― 

介護保険特別会計 特別会計 全部連結 ― 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 ― 

病院事業会計 地方公営企業会計（法適） 全部連結 ― 

農業集落排水事業特別会計 地方公営企業会計（法非適） 全部連結 ― 

東陽食肉センター特別会計 地方公営企業会計（法非適） 全部連結 ― 

連結方法は次のとおりです。 

① 特別会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

ア 範囲  

普通財産のうち活用が図られていない公共資産 

イ 内訳 

該当事項はありません。 

 



※表中、表示単位未満は四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

附属明細書

１．貸借対照表の内容に関する明細 年度：令和元年度

（１）資産項目の明細

会計：全体会計 （単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)


(G)

事業用資産 37,346,914 112,972 64,949 37,394,936 23,176,162 700,939 14,218,774
　土地 3,696,547 1,430 - 3,697,977 - - 3,697,977
　建物 31,579,115 72,662 63,437 31,588,340 22,148,123 564,571 9,440,216
　建物付属設備 707,803 18,188 - 725,991 178,396 38,602 547,595
　工作物 360,035 2,212 - 362,247 111,297 15,869 250,950
　その他の有形固定資産 995,124 - - 995,124 738,347 81,897 256,777
　建設仮勘定 8,289 18,481 1,512 25,258 - - 25,258
インフラ資産 38,879,467 172,423 - 39,051,890 22,550,516 793,794 16,501,374
　土地 1,847,102 11,302 - 1,858,404 - - 1,858,404
　建物 87,766 - - 87,766 49,274 2,508 38,492
　工作物 36,942,980 161,121 - 37,104,101 22,501,242 791,287 14,602,858
　その他の公共用財産 1,620 - - 1,620 - - 1,620
　建設仮勘定 - - - - - - -
物品 885,762 96,734 32,523 949,973 597,964 69,367 352,010
　機械器具 398,317 3,559 - 401,876 249,195 24,110 152,681
　物品 487,445 93,175 32,523 548,098 348,769 45,257 199,328
合計 77,112,143 382,129 97,473 77,396,800 46,324,642 1,564,100 31,072,158

①有形固定資産の明細
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